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まずはじめに、むしろ例外的に実質的な平等が図られた稀な判例である、
著名なスコッチライト事件⑴を取り上げておく。
事案は、道路標識・パネル、照明器具、信号用品、装飾用品等に使用さ
れるガラスの小球を塗布した合成樹脂のシートであるスコッチライトとい
う素材物品について、これがいわばガラスと合成樹脂の混合品であり、ガ
ラス製品と合成樹脂製品とでは両者にかかる国内産業の保護の必要性の程
度の違いにより、それぞれ関税が二〇％と三〇％と異なっていたところ、
当時全国的には二〇％の関税が一般的であったにもかかわらず三〇％の関
税をかけられた者がこれを争ったものであった。
この不平等な取り扱いを争った者は、租税の公平に関して、「憲法八四条、
一四条に反する。特定の納税者または特定地域内の納税者に対し差別的に
他の一般納税者より高率の課税をする処分は、たとえみぎ課税処分がそれ
自体としでは法律の文理解釈上許されるものであつても、前記憲法の規定
に違反するものとして無効である。」と訴えたところ、これに対して相手
方は、「本件課税処分は憲法八四条一四条に違反しない。本件課税処分は、
前述したように、関税定率表の正当な解釈に基づいてされたものであつて、
恣意的になされた処分ではない。したがつて、たまたま他の税関で神戸税
関におけるより低い税率の処分がなされたとしても、それがために本件課
税処分が違法な処分となるものではないことは言うまでもないことである。」
と反論した⑵。
大阪高裁は、「控訴人は、神戸税関が本件物品を合成樹脂製品であると
してみぎ物品に対して三〇％の関税を賦課・徴収したのに対して、横浜税
関および大阪税関Ａ出張所は本件の課・徴税処分のあつた期間と同一期間
中に本件物品と同一品種の物品に対しガラス製品であるとして二〇％の関
税を賦課・徴収していたから、憲法八四条、一四条により、本件物品につ
いての神戸税関の課・徴税処分のうち他の税関の税率額を超える部分の課・
徴税処分は違法であると主張するので、以下みぎ主張の当否について判断
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する。」として、次のように判示した。
「憲法八四条は租税法律主義を規定し、租税法律主義の当然の帰結であ
る課・徴税平等の原則は、憲法一四条の課・徴税の面における発現である
と言うことができる。みぎ租税法律主義ないし課・徴税平等の原則に鑑み
ると、特定時期における特定種類の課税物件に対する税率は日本全国を通
して均一であるべきであつて、同一の時期に同一種類の課税物件に対して
賦課・徴収された租税の税率が処分庁によつて異なるときには、少くとも
みぎ課・徴税処分のいづれか一方は誤つた税率による課・徴税をした違法
な処分であると言うことができる。けだし、収税官庁は厳格に法規を執行
する義務を負つていて、法律に別段の規定がある場合を除いて、法律の規
定する課・徴税の要件が存在する場合には必ず法律の規定する課・徴税を
すべき義務がある反面、法律の規定する課・徴税要件が存在しない場合に
は、その課・徴税処分をしてはならないのであるから・同一時期における
同一種類の課税物件に対する二個以上の課・徴税処分の税率が互に異なる
ときは、みぎ二個以上の課・徴税処分が共に正当であることはあり得ない
ことであるからである。そしてみぎ課税物件に対する課・徴税処分に関す
る全国の税務官庁の大多数が法律の誤解その他の理由によつて、事実上、
特定の期間特定の課税物件について、法定の課税標準ないし税率より軽減
された課税標準ないし税率で課・徴税処分をして、しかも、その後、法定
の税率による税金とみぎのように軽減された税率による税金の差額を、実
際に追徴したことがなく且つ追徴する見込みもない状況にあるときには、
租税法律主義ないし課・徴税平等の原則により、みぎ状態の継続した期間
中は、法律の規定に反して多数の税務官庁が採用した軽減された課税標準
ないし税率の方が、実定法上正当なものとされ、却つて法定の課税標準、
税率に従つた課・徴税処分は、実定法に反する処分として、みぎ軽減され
た課税標準ないし税率を超過する部分については違法処分と解するのが相
当である。したがつて、このような場合について、課税平等の原則は、み
ぎ法定の課税標準ないし税率による課・徴税処分を、でき得る限り、軽減
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された全国通用の課税標準および税率による課・徴税処分に一致するよう
に訂正し、これによつて両者間の平等をもたらすように処置することを要
請しているものと解しなければならない。
本件の場合、既に判示したように、本件物品は、別表および通則の解釈
上、本来ならば通則三、（三）により合成樹脂製品の別表三九〇一号四に
該当するものとして三〇％の関税を課するのが正当であるけれども、前示
二で判示したように、⑴別表施行直前の関税鑑査官の研究説明会の席上で
本件物品はガラス製品として七〇一四号に該当する物品であると解すべき
であるとの意見が発表され、⑵神戸税関が本件物品に三〇％の課・徴税処
分をした期間中に、横浜税関および大阪税関Ａ出張所では本件物品と同種
の物品に対し二〇％の課・徴税処分をしていたし、⑶控訴人から神戸税関
に対し本件物品に対する課・徴税処分について口頭の不服申立があつて後
も、横浜税関および大阪税関Ａ出張所て二〇％の課・徴税処分を受けた本
件物品と同種物品の輸入業者に対し、一〇％の税金の追加課・徴税処分が
あつた形跡は認められず、且つみぎ追加課・徴税処分のある見込みがない
事情にあり、⑷本件物品に対する課税処分があつた後間もない頃、税関鑑
査部長会議の決議により、全国統一的に本件物品と同種の物品に対しては
二〇％の税率による関税を課することとなり、みぎ状態が可なりの期間継
続していたのであるから、これらの諸事情に徴し、当時は、大蔵省関税局、
全国の各税関および本件物品と同種の物品の輸入業者の多数の傾向として
は、みぎ物品に対する関税の税率は別表七〇一四号により二〇％であると
観念され、且つその取扱いをしていたのであつて、ひとり本件物品に対す
る神戸税関の課・徴税処分のみが、三〇％の税率によつたものと認められ
るのである。
みぎ事実関係の下では、別表および通則の施行された昭和三六年六月一
日から、大蔵省関税局長から各税関長宛に本件物品と同種物品の税率を
三〇％とする旨の通達があつた昭和三八年一〇月一四日までの間は、租税
法律主義ないし課・徴税平等の原則の適用によつて、本件物品と同種の物
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品の関税の税率は、実定法上全国統一的に二〇％であつて、その期間中に
本件物品に対して三〇％の関税を賦課徴収した神戸税関の課・徴税処分は、
結局において、超過した一〇％の限度において法律に基づかない違法な課・
徴税処分に当ると言うことができる。したがつて、本件の場合、別表およ
び通則の解釈上、違法な課・徴税処分として是正を要するのは、横浜税関
および大阪税関Ａ出張所における二〇％の税率による課・徴税処分であつ
て、本件物品に対する神戸税関の三〇％の税率による課・徴税処分ではな
い旨の被控訴人の主張は採用できない。」と⑶。
事案においては、実質上全国的に二〇％の税率が（矛盾した言い回しだ
が）「実定法化」していたことを認定して、租税の平等・公平の観点から
三〇％での課税を違法とした⑷。
本件の特徴は、現実に異なる税率での課税が同時期に並行して行なわれ
ていたという点であろう。「たまたま」場所により異なる税率が課された
に過ぎないという主張は、平等原則の適用により排斥された。
判決は、「租税法律主義」の適用により、税率は「実定法上」全国統一
で二〇％だったと判示したが、その後の通達によりこれが三〇％になった
というのであるから、スコッチライトの税率が「実体法上」二〇％だった
とはいえたとしても、「実定法上」二〇％だったといい切ることはできな
いだろう。行政内規に過ぎない通達を契機に税率の数値そのものが二〇％
から三〇％に変わったとの解釈は、少なくとも「租税法律主義」の観点か
らは許容されないし、通達の前の税率が「実定法上」二〇％で、通達の後
の税率も「実定法上」三〇％などということはおよそありえないことだ
からである。解釈が修正ないし改善されて三〇％になったというのであ
るなら、実定法上は本来三〇％だったといわなければならないのであり、
二〇％の税率は誤った解釈による実定法に反した違法の事実上の税率に過
ぎなかったのである。通達以前も「実定法上」二〇％だったという立論は、
通達による税率変更が租税法律主義の下で適法だとの前提に立たない限り
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成り立たない。憲法八四条は「あらたに租税を課し、又は現行の租税を変
更するには、法律又は法律の定める条件によることを必要とする。」と定
める。通達による税率変更が租税法律主義に照らせば違法である以上、通
達以前が二〇％であったなら通達以降も二〇％でなければならないからで
ある。
このような意味からして、本判決は、租税法律主義の観点において極め
て例外的に、実質的な法治主義に則り、平等原則という法の一般原則に適
う判断をなしたものと評することができる。現実に行なわれていた租税の
不公平・不平等を軽視することなく、実質的な是正を要すべきものとした
判断は、積極的な評価に値しよう。憲法一四条一項の観点からはもちろん
のこと、憲法三〇条の「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務
を負ふ。」との規定における「法律の定めるところ」につき、憲法九七条
⑸の実質的最高法規性にも根拠づけられる基本的人権保障の一部として「法
律の定めるところ」によらなければ納税の義務を負うことがないという実
質的な権利性の観点の下でも、不平等でないという意味で内容において実
質的に適正な税率により課税されるという適正手続（憲法三一条⑹）に従っ
た納税義務が課される権利を保障した正当な判断であったといえる。
二　平等原則（租税公平主義）と通達課税
スコッチライト事件と同様に租税公平主義と租税法律主義とが関係する
事件として、課税品目たる「遊戯具」に該当しないとして課税対象とされ
てこなかったパチンコ球遊器が通達を機縁として課税対象とされたことの
是非が問われたパチンコ球遊器通達課税事件がある。ただしこちらでは、
租税公平主義は形式的平等を保障するものとして租税法律主義と一体化し、
その一側面として現れる。
判決はなお書きで、「本件の課税がたまたま所論通達を機縁として行わ
れたものであつても、通達の内容が法の正しい解釈に合致するものである
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以上、本件課税処分は法の根拠に基く処分と解するに妨げがなく、所論違
憲の主張は、通達の内容が法の定めに合致しないことを前提とするもので
あつて、採用し得ない。」⑺と述べた。
従来から法は存在したが、これまでは課税がなかったにもかかわらず、
通達が加わったことにより課税対象とされたという意味では、通達がなかっ
たならば課税は現実にも法的にもなかったのである。言い換えれば課税を
実現した原因は通達であり、法のみならばむしろそれは非課税の根拠であっ
たとさえいえるのである。この意味においてやはり、課税の根拠は通達だっ
たといわざるをえない。
租税法律主義は法の解釈を根拠としうる限りの幅広い自由裁量を認める
ものではない。法定を要求するのは租税の民主的背景が保障されるばかり
でなく、内容が明確で一義的でなければならないからである。また、法に
基づかずに課税されない権利を憲法三〇条が保障している。同じ権利章典
の中の憲法一四条に由来しうる租税公平主義にいう租税の公平も、憲法
三〇条の、法に基づいてのみ課税される権利の内容に実質的に含まれてい
ると考えられるから、不平等な法律に基づいた課税は許されない。課税さ
れる者は等しく、適正な手続により成立した、内容においても一義的に明
確な法律によってのみ課税される権利を有しており、解釈の余地を残し、
後の通達のために反対の内容に変更される（たとえ変更後の解釈が正しい
としても）法律によって適正な手続を経ずに課税されることは、租税法律
主義違反のみならず、適正な手続を経て課税される者との間に不合理な取
り扱いの差異が生じ、租税の公平にも反するといわなければならない。現
実に不明確な法律に基づいて具体的に課税された以上、通達課税を契機と
して、本来明確な法律に基づいて課税されるべき公平な取り扱いを受けら
れなかったという不利益を与えられており、不平等な処分を被ったといわ
ざるをえない。
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三　平等原則（租税公平主義）と信義則
税務訴訟では平等原則が租税公平主義として現れると、信義則という法
の一般原則による是正をおよそ許さないという判断にいたることが多い。
税務訴訟では、租税公平主義と租税法律主義とは一体化して現れる。租税
が法律で規定されている以上その適用は例外なく形式的平等を貫かなけれ
ばならないとされ、信義則に照らした個別具体的考慮を強力に排除する。
いかに行政サイドが特定の個人に対して具体的手段をとり、これに対する
市民の信頼が合理的であり、またその結果不利益を被り現実の損害が生じ
たとしても、租税公平主義の一点張りで課税は正当化され、行政側の不手
際は過小評価される。税務訴訟に関する限り、平等原則は行政の手落ちを
不問に付す機構に成り下がる。
その他の行政訴訟の場合と税務訴訟の場合とで異なる基準による判断が
許容されている点に問題がある。同じように法の前での平等が求められる
のであるから、税務訴訟における原告だけが不利益な立場に置かれるのを
是認することはできないだろう。
青色申告受理表示事件⑻でも租税公平主義の前に信義則の主張は排斥さ
れた。
事実関係としては、「⑴被上告人の実兄であり、かつ養父であつたＤ（昭
和四七年九月二一日死亡）は、戦前から酒類販売業の免許を受け、Ｅ商店
の商号で酒類販売業を営んでいた、⑵被上告人は、昭和二五年四月門司税
務署を退職し、Ｅ商店の営業に従事するようになり、昭和二九年一一月こ
ろから事実上被上告人が中心となつて同店の業務を運営するようになつた、
⑶Ｄは青色申告の承認を受けており、Ｅ商店の営業による事業所得につい
ては、昭和二九年分から同四五年分までＤ名義により青色申告がされてき
たが、昭和四七年三月、同四六年分につき、被上告人が青色申告の承認を
受けることなく自己の名義で青色申告書による確定申告をしたところ、上
告人は、被上告人につき青色申告の承認があるかどうかの確認を怠り、右
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申告書を受理し、さらに昭和四七年分から同五〇年分までの所得税につい
ても、被上告人に青色申告用紙を送付し、被上告人の青色申告書による確
定申告を受理するとともにその申告に係る所得税額を収納してきた、⑷Ｄ
名義で青色申告を継続してきた間、青色申告の承認を取り消されるような
ことはなく、昭和四六年以降もＥ商店の帳簿書類の整備保存態勢に変化は
なかつた、⑸被上告人は、昭和五一年三月、上告人から青色申告の承認申
請がなかつたことを指摘されるや直ちにその申請をし、同年分以降につい
てその承認を受けた」というものであった。
原審は、「青色申告制度が課税所得額の基礎資料となる帳簿書類を一定
の形式に従つて保存整備させ、その内容に隠蔽、過誤などの不実記載がな
いことを担保させることによつて、納税者の自主的かつ公正な申告による
課税の実現を確保しようとする制度であることから考えると、右のような
制度の趣旨を潜脱しない限度においては、青色申告書の提出について税務
署長の承認を受けていなくても、青色申告としての効力を認めてもよい例
外的な場合があるとしたうえ、右の事実関係のもとにおいては、被上告人
が青色申告書を提出することについてその承認申請をしなかつたとしても、
必ずしも青色申告制度の趣旨に背馳するとは考えられず、上告人が青色申
告書による確定申告を受理し、これにつきその承認があるかどうかの確認
を怠り、単に被上告人がその承認申請をしていなかつたことだけで青色申
告の効力を否認するのは信義則に違反し許されないとし、被上告人の昭和
四八年分及び同四九年分の各所得税の確定申告について、これを白色申告
とみなして行つた本件各更正処分は違法である」と判断した。
最高裁第三小法廷は、実質的考慮により例外的な場合においては税務署
長による承認がなくとも青色申告としての効力を認めてもよいという原審
の判断を否定した⑼上で、そうではあっても白色申告として取り扱い更正
処分をなすことに対して信義則により違法とすべき場合があるか、あった
としてどのような判断がなされるべきかについて次のように判示した。
「租税法規に適合する課税処分について、法の一般原理である信義則の
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法理の適用により、右課税処分を違法なものとして取り消すことができる
場合があるとしても、法律による行政の原理なかんずく租税法律主義の原
則が貫かれるべき租税法律関係においては、右法理の適用については慎重
でなければならず、租税法規の適用における納税者間の平等、公平という
要請を犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を免れしめて納税者の信
頼を保護しなければ正義に反するといえるような特別の事情が存する場合
に、初めて右法理の適用の是非を考えるべきものである。そして、右特別
の事情が存するかどうかの判断に当たつては、少なくとも、税務官庁が納
税者に対し信頼の対象となる公的見解を表示したことにより、納税者がそ
の表示を信頼しその信頼に基づいて行動したところ、のちに右表示に反す
る課税処分が行われ、そのために納税者が経済的不利益を受けることにな
つたものであるかどうか、また、納税者が税務官庁の右表示を信頼しその
信頼に基づいて行動したことについて納税者の責めに帰すべき事由がない
かどうかという点の考慮は不可欠のものであるといわなければならない。」。
そしてこのような考慮を本件にあてはめた場合の判断を次のように述べ
ている。
「これを本件についてみるに、納税申告は、納税者が所轄税務署長に納
税申告書を提出することによつて完了する行為であり（国税通則法一七条
ないし二二条参照）、税務署長による申告書の受理及び申告税額の収納は、
当該申告書の申告内容を是認することを何ら意味するものではない（同法
二四条参照）。また、納税者が青色申告書により納税申告したからといつて、
これをもつて青色申告の承認申請をしたものと解しうるものでないことは
いうまでもなく、税務署長が納税者の青色申告書による確定申告につきそ
の承認があるかどうかの確認を怠り、翌年分以降青色申告の用紙を当該納
税者に送付したとしても、それをもつて当該納税者が税務署長により青色
申告書の提出を承認されたものと受け取りうべきものでないことも明らか
である。そうすると、原審の確定した前記事実関係をもつてしては、本件
更正処分が上告人の被上告人に対して与えた公的見解の表示に反する処分
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であるということはできないものというべく、本件更正処分について信義
則の法理の適用を考える余地はないものといわなければならない。」と。
判例は保護に値する信頼といえるためには「公的見解の表示」が必要で
あり、税務署長による申告書の受理や用紙の送付もこれにあたらないとし
て、信義則の適用を見ないとした。また本件の事実関係では、確かに青色
申告の承認を受けていなかったこと自体の過失も少なからず認められるも
のと思われる。
しかし、信義則の法理は事実上の信頼に保護の必要が生じたかを判断す
るものであり、「公的見解の表示」に対する場合のみ保護に値するという
ならば、もはやそこに法の一般原則たる信義則の適用を見出すこと自体で
きないといわなければならない。誤った公的見解の表示があればその取り
消しを訴えればよいのであり、信義則を持ち出す余地はない。信義則が例
外的にせよ適用を見るべき特別の事情が存する場合があるというのであれ
ば、「公的見解の表示」がなされた場合のみを保護するというのは矛盾と
いうほかない。
公的ないし法的効力を有しない事実上の行為に対する信頼を保護すべき
かどうかが問われなければならない。そうだとすれば、「公的見解の表示」
ではなく、「公的な行政機関・行政庁」の「表示」に対する信頼が保護に
値するかどうかを問題にしなければならないだろう。
税務署長による申告書の受理・申告税額の収納という表示、ましてや翌
年分以降の用紙の送付という表示までがなされているとき、その表示に対
する専門家ならぬ一般人の信頼たるや、新たな承認の必要性を感じさせな
いほどのものとなるのが一般的であろうと思われる。
最後に、本件において判例は、平等原則について、「法律による行政の
原理なかんずく租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法律関係において
は、右法理［信義則］の適用については慎重でなければならず、租税法規
の適用における納税者間の平等、公平という要請」は容易には犠牲にされ
ないと判示していた。しかし、不当な理由により更正処分を受けることこ
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そが不平等、不公平にほかならないのである。
⑴　大阪高判昭和四四年九月三〇日高刑集二二巻五号六八二頁。
⑵　憲法八四条は「あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、
法律又は法律の定める条件によることを必要とする。」と定め、同一四条
一項は「すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会
的身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別さ
れない。」と規定する。
⑶　ただし、重大かつ明白な瑕疵があり当然無効であるとする主張までは
認められなかった。すなわち、「控訴人は、本訴をもつて、みぎ各課・徴
税処分のうち税率一〇％に相当する課・徴税処分の部分は無効であつて、
みぎの無効な課・徴税処分に基づいて被控訴人が控訴人から関税名義で徴
収した金員、すなわち税率一〇％に相当する金二三一万〇、四一〇円は、
被控訴人が控訴人の損失において法律上の原因なくして利得した不当利得
金に当ることを請求原因として、被控訴人に対しみぎ金員の支払いを請求
していることは、本件記録に徴し明らかである。よつて、みぎ不当利得金
返還請求の当否を判断する前提問題として、本件課・徴税処分のうち税率
一〇％に相当する部分が、果して無効であるかどうかを判断する。
行政行為は、内在する瑕疵が重大な法規違反であつて、しかも瑕疵の存
在が客観的に明白な場合においてのみ、無効となるものと解することがで
きるところ、本件の場合のように、当時大多数の関係税務官庁が当該種類
の課税物件に対し法定の基準より軽い課税標準ないし税率による課・徴税
処分を事実上していたために、その期間中、本来ならば適法なものである
はずの法定の課税標準ないし税率による課・徴税処分が、もつぱら課・徴
税平等の原則の適用上、違法な処分とされるに至つたものであるときには、
みぎ違法によつて生じた当該課・徴税処分の瑕疵は、『客観的に明白なもの』
と言うことはできないと解するのが相当である。けだし、本件の場合には、
さきに判示したように、本件各課・徴税処分は課・徴税平等の原則上違法
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視しなければならなくなつただけのことで、本来は違法な処分ではなかつ
たのであり、また、本件物品に対する神戸税関の税率三〇％の関税の各課・
徴税処分は、いずれも、同税関の鑑査官が本件物品中にはその構成物品と
してガラス製品が含まれていないとの誤認に基づいて税関長が課・徴税処
分をしたもので、結果としてはみぎ課・徴税処分は違法なものとなつたけ
れども、このような違法があるからと言つてみぎ処分に客観的に明白な瑕
疵があると言うことはできないからである。
したがつて、本件課・徴税処分のうち違法処分とみなされる税率一〇％
相当の部分は、法律の解釈適用を誤つた処分として取る消し得るにすぎず、
権限のある行政庁の取消しもないのに当然に無効となるものではない。
控訴人は憲法八四条一四条に違反する課・徴税処分は重大且つ明白な瑕
疵があるものとして当然に無効であると主張するが、憲法違反の処分は原
則として重大な瑕疵ある処分と言うことができるが、重大な瑕疵は必ずし
も明白な瑕疵に当ると言うことはできないのであつて、憲法違反の行政処
分であつでも、その処分に客観的に明白な瑕疵があるかどうかは各場合の
具体的事情に基づいて判断するほかない。本件の場合には、さきに判断し
たように、課・徴税処分の瑕疵は客観的に明白なものと言うことはできな
いから、控訴人のみぎ主張を採用することはできない。」とし、その結果、「以
上の判断から明らかなように、本件の課・徴税処分は権限ある官庁によつ
て取り消されるまでは有効なものであるから、被控訴人が控訴人から徴収
した金員は、適法且有効に徴収されたものと言うことができるのであつて、
これを法律上の原因なく不当に利得したものと言うことはできない。した
がつて、控訴人の本訴請求はこの点で失当として棄却すべきものである。
みぎの当裁判所の判断と結論において同旨の原判決は相当で、本件控訴
は失当として棄却を免れないから、民訴法三八四条、八九条を適用して主
文のとおり判決する。」との判示がなされた。
大阪高裁は三〇％の税率がむしろ解釈としては正しかったことから、
三〇％の課税の瑕疵は重大だが明白ではなかったと述べたが、三〇％の課
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税が全国的な慣行と異なっていることを認識しながらその是正を（二〇％
に統一するにせよ、三〇％に統一するにせよ）図ることなく継続していた
以上、不平等な税率による課税をそれと認識しながら継続していたこと自
体に明白な瑕疵を認めざるをえないのであるから、神戸税関が自分達の解
釈のほうが正しいと自認していたことや、その解釈が客観的には正しいも
のであったとしても、不統一の関税で課税し租税の公平を害する処分を継
続していたことには明白な瑕疵が存在しており、無効を認めざるをえない
だろう。神戸税関は口頭の不服申立てにより「たまたま他の税関で神戸税
関におけるより低い税率の処分がなされ」ていることを認識していたので
あるから、不平等、不統一の税率を適用していた点の明白な瑕疵は否定し
えない。
⑷　「通達があつた昭和三八年一〇月一四日まで」と、通達による税率の
変更を肯定している点については、租税法律主義の観点から疑問が残る。
最二小判昭和三三年三月二八日（民集一二巻四号六二四頁）も、「本件の
課税がたまたま所論通達を機縁として行われたものであつても、通達の内
容が法の正しい解釈に合致するものである以上、本件課税処分は法の根拠
に基く処分と解するに妨げがな」いとしていたが、法の根拠があろうと、
実際には通達が停止条件として課税がなされ、あるいは税率が変更された
のであれば、通達を発する権限のある者が実際の課税の有無をコントロー
ルし、課税の有無につき裁量を行使しうる結果となるのであるから、単に
究極的に法の根拠があることを以て常に租税法律主義に適うものと評価す
ることは妥当とはいえない。
⑸　憲法九七条は「この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の
多年にわたる自由獲得の努力の成果であつて、これらの権利は、過去幾多
の試錬に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すことのできない永久の権
利として信託されたものである。」として、憲法の実質的最高法規性を規
定する。
⑹　憲法三一条は「何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命
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若しくは自由を奪はれ、又はその他の刑罰を科せられない。」として、形
式的な意味のみならず実質的な適正手続を保障する。憲法三〇条の納税義
務も、憲法三一条の実質的な適正手続を通してのみ課されうるという意味
においては、憲法八四条が規定する租税法律主義の中身も、憲法一四条一
項が保障する平等原則、法の下の平等が実質的に実現された適正手続並び
に実体的デュー・プロセスにおいて保障されるものでなければならないだ
ろう。
⑺　最二小判昭和三三年三月二八日民集一二巻四号六二四頁。
⑻　最三小判昭和六二年一〇月三〇日裁判集（民事）一五二号九三頁。
⑼　この点については次のように判示した。「所得税法第二編第五章第三
節に規定する青色申告の制度は、納税者が自ら所得金額及び税額を計算し
自主的に申告して納税する申告納税制度のもとにおいて、適正課税を実現
するために不可欠な帳簿の正確な記帳を推進する目的で設けられたもので
あつて、同法一四三条所定の所得を生ずべき業務を行う納税者で、適式に
帳簿書類を備え付けてこれに取引を忠実に記載し、かつ、これを保存する
者について、当該納税者の申請に基づき、その者が特別の申告書（青色申
告書）により申告することを税務署長が承認するものとし、その承認を受
けた年分以後青色申告書を提出した納税者に対しては、推計課税を認めな
いなどの課税手続上の特典及び事業専従者給与や各種引当金・準備金の必
要経費算入、純損失の繰越控除など所得ないし税額計算上の種々の特典を
与えるものである。青色申告の承認は、所得税法一四四条の規定に基づ
き所定の申請書を提出した居住者（同法二条三号）に与えられる（同法
一四六条、一四七条）。そして、青色申告の承認の効力は、その承認を受
けた居住者が一定の業務を継続する限りにおいて存続する一身専属的なも
のとされている（同法一五一条二項）。
以上のような青色申告の制度をみれば、青色申告の承認は、課税手続上
及び実体上種々の特典（租税優遇措置）を伴う特別の青色申告書により申
告することのできる法的地位ないし資格を納税者に付与する設権的処分の
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性質を有することが明らかである。そのうえ、所得税法は、税務署長が青
色申告の承認申請を却下するについては申請者につき一定の事実がある場
合に限られるものとし（一四五条）、かつ、みなし承認の規定を設け（一四七
条）、同法所定の要件を具備する納税者が青色申告の承認申請書を提出す
るならば、遅滞なく青色申告の承認を受けられる仕組みを設けている。こ
のような制度のもとにおいては、たとえ納税者が青色申告の承認を受けて
いた被相続人の営む事業にその生前から従事し、右事業を継承した場合で
あつても、青色申告の承認申請書を提出せず、税務署長の承認を受けてい
ないときは、納税者が青色申告書を提出したからといつて、その申告に青
色申告としての効力を認める余地はないものといわなければならない。こ
れと異なり、青色申告書の提出について税務署長の承認を受けていなくて
も青色申告としての効力を認めてもよい例外的な場合がある、とした原審
の判断は、青色申告の制度に関する法令の解釈適用を誤つたものというほ
かない。
原審の確定した事実関係によれば、被上告人は、その昭和四八年分及び
同四九年分の各所得税について青色申告の承認を受けていないというので
あるから、被上告人の右両年分の所得税の確定申告については、青色申告
としての効力を認める余地はなく、これを白色申告として取り扱うべきも
のである。そのうえで、被上告人の確定申告につき、上告人が法令の規定
どおりに白色申告として所得金額及び所得税額を計算し、更正処分をする
ことを違法とする特別の事情があるかどうかを検討すべきものである。」と。
（本学法学部教授）
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